
令 和 3 年 9 月 24 日

千葉県総務部市町村課

電 話 043-223-2131

１　決算規模

第１図　決算規模

令和2年度の県内54市町村の普通会計の決算額は、歳入が3兆1,921億75百万円で 前年度

に比べ33.1％（7,945億90百万円）の増、歳出が3兆888億96百万円で前年度に比べ 34.3％

（7,885億18百万円）の増で、歳入・歳出ともに12年連続で増加して過去最高を更新した。

減少して財政構造の弾力性に改善が見られた。

令和２年度市町村普通会計決算・健全化判断比率（見込み）の概要

千葉県内54市町村の普通会計決算規模は、歳入が前年度に比べ33.1％増の3兆1,921

億75百万円、歳出が前年度に比べ34.3％増の3兆888億96百万円となり、歳入・歳出ともに

12年連続で増加して過去最高を更新した。

歳入では、地方消費税交付金や新型コロナウイルス感染症対応に係る国庫支出金など

が増加した。歳出では、会計年度任用職員制度の創設等に伴い人件費が増加するととも

に、新型コロナウイルス感染症対応に係る特別定額給付金等により補助費が増加した。

翌年度に繰り越して使用する財源を差し引いた実質収支は、791億15百万円の黒字で、

前年度に比べ増となり、14年連続して県内全市町村で黒字となった。

また、経常収支比率は、前年度に比べ1.9ポイント減の91.2％となり、5年ぶりに

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

歳入 20,594 20,951 21,029 21,832 22,455 22,495 22,910 22,935 23,976 31,922

歳出 19,646 20,097 20,141 20,991 21,422 21,683 22,090 22,185 23,004 30,889
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２　決算収支

ア　実質収支

第１表　実質収支 （単位：百万円、％）

歳 入 3,192,175 2,397,584 794,590

歳 出 3,088,896 2,300,378 788,518

歳入歳出差引 (A) 103,278 97,206 6,072

繰 越 財 源 (B) 24,163 30,672 ▲ 6,509

実 質 収 支 (A-B) 79,115 66,534 12,581

イ　単年度収支・実質単年度収支

第２表　単年度収支・実質単年度収支 （単位：百万円、％）

単 年 度 収 支 (A) 12,581 7,384 5,197

積 立 金 (B) 19,532 13,200 6,331

繰 上 償 還 額 (C) 706 1,231 ▲ 526

積立金取崩し 額 (D) 31,779 47,586 ▲ 15,807

実 質 単 年 度 収 支

( A + B + C - D )

歳入歳出差引額から繰越財源を差し引いた実質収支は、791億15百万円の黒字で、前年度

に比べ18.9％増となり、14年連続して県内全市町村で黒字となった。

区　分 令和2年度 令和元年度 対前年度増減額 増減率

　　

33.1

34.3

6.2

▲ 21.2

18.9

※百万円未満を四捨五入しているため、差引が一致しない場合がある。

実質収支から、前年度の実質収支を差し引いた単年度収支は、125億81百万円の黒字

となった。

また、単年度収支に実質的な黒字要素を加え、赤字要素を差し引いた実質単年度収支は、

10億39百万円の黒字となった。

1,039 ▲ 25,770 26,810

※百万円未満を四捨五入しているため、差引が一致しない場合がある。

※黒字要素：財政調整基金への積立額及び地方債の繰上償還額

※赤字要素：財政調整基金の取崩額

区　分 令和2年度 令和元年度 対前年度増減額
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３　歳入

第３表　主な歳入項目の状況 （単位：百万円、％）

1,045,017 32.7 ▲ 85 0.0

17,168 0.5 ▲ 75 ▲ 0.4

167,671 5.3 20,715 14.1

132,261 4.1 23,781 21.9

165,798 5.2 1,387 0.8

1,115,053 34.9 741,489 198.5

172,248 5.4 34,688 25.2

59,494 1.9 ▲ 9,513 ▲ 13.8

80,512 2.5 23,284 40.7

204,898 6.4 11,305 5.8

52,184 1.6 ▲ 4,703 ▲ 8.3

164,316 5.1 ▲ 28,605 ▲ 14.8

3,192,175 100 794,590 33.1

1,457,771 45.7 26,633 1.9

からの復旧事業等による県支出金や繰越金などの増があり、歳入総額としては、12年連続で増加

幼児教育・保育無償化に伴う保育料負担金の減や令和元年度に大型の市有土地売払収入

があったことによる財産収入の減などによりその他の項目が減収となった一方、税率の引上げに

よる地方消費税交付金の増や新型コロナウイルス感染症対応に係る国庫支出金の増、台風被害

となっている。

　なお、使途が特定されていない一般財源等は前年度に比べ1.9％の増加となった。

区　分 決算額 構成比
対前年度

増減率
増減額

そ の 他

市 町 村 税

地 方 譲 与 税

各 種 交 付 金 ※

うち地方消費税交付金

地 方 交 付 税

国 庫 支 出 金 ※

県 支 出 金

繰 入 金

繰 越 金

地 方 債

うち臨時財政対策債

※一般財源等は、市町村税、地方譲与税、各種交付金、地方交付税、地方債のうち臨時財政対策債、減収

　補填債特例分及び猶予特例債の合算額である。

※百万円未満を四捨五入しているため、合計等が一致しない場合がある。

※構成比は、小数点第1位未満を四捨五入しているため、合計が100.0％にならない場合がある。

合 計

＜ 参 考 ＞ 一 般 財 源 等 ※

※各種交付金は、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、分離課税所得割交付金、地方消費税

交付金、ゴルフ場利用税交付金、自動車取得税交付金、軽油引取税交付金、自動車税環境性能割交付金、法人事業

税交付金、地方特例交付金等及び交通安全対策特別交付金の合算額である。

※国庫支出金は、国有提供施設等所在市町村助成交付金を含む。

3



第２図　歳入項目の構成比

歳入の主な増減要因

市町村税　1兆450億17百万円（対前年度比0.0％（85百万円減））

各種交付金　1,676億71百万円（対前年度比＋14.1％（207億15百万円増））

　税率の引上げにより地方消費税交付金が増加した。

地方交付税　1,657億98百万円（対前年度比＋0.8％（13億87百万円増））

  地域社会再生事業費が創設されたことなどにより普通交付税が増加となった。

国庫支出金　1兆1,150億53百万円（対前年度比＋198.5％（7,414億89百万円増））

　新型コロナウイルス感染症対応に係る特別定額給付金などにより増加となった。

（１）

納税義務者数の増による個人住民税所得割や新規家屋の増による固定資産税など

が増加したものの、新型コロナウイルス感染症の影響や税率引下げに伴う法人住民税法人税割

の減などにより減収となった。

（２）

（３）

（４）

1,045,017

1,045,102

1,028,310

1,001,081

984,981

184,839

164,199

160,521

174,147

138,375

165,798

164,410

150,954

155,566

159,235

1,287,301

511,124

467,640

464,397

446,607

59,494

69,007

67,355

61,199

58,918

204,898

193,593

175,317

179,135

187,657

80,512

57,228

61,505

64,950

84,075

164,316

192,922

181,903

190,555

189,637
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R2

R1

H30
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H28

市町村税 地方譲与税、各種交付金 地方交付税

国・県支出金 繰入金 地方債

繰越金 その他

（百万円）

（構成比）

（年度）
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県支出金　1,722億48百万円（対前年度比＋25.2％（346億88百万円増））

繰入金　594億94百万円（対前年度比▲13.8％（95億13百万円減））

繰越金　805億12百万円（対前年度比＋40.7％（232億84百万円増））

地方債　2,048億98百万円（対前年度比＋5.8％（113億5百万円増））

第４表　東日本大震災に係る主な歳入項目の状況 （単位：百万円、％）

震 災 復 興 特 別 交 付 税 10,312 56.7 6,702 185.6

国 庫 支 出 金 253 1.4 ▲ 150 ▲ 37.2

県 支 出 金 33 0.2 ▲ 30 ▲ 47.6

繰 入 金 1,471 8.1 936 174.6

繰 越 金 187 1.0 ▲ 122 ▲ 39.6

地 方 債 3,356 18.5 2,203 191.2

そ の 他 2,570 14.1 ▲ 823 ▲ 24.2

合 計 18,182 100 8,716 92.1

填債や猶予特例債の増により増加となった。

（５）

幼児教育・保育の無償化による子どものための教育・保育給付金や新型コロナウイル

ス感染症対応に係る交付金の増などにより増加となった。

（６）

　財源不足に対応するための財政調整基金からの繰入れの減などにより減少となった。

（７）

　令和元年度台風被害からの復旧事業等に係る繰越金の増により増加となった。

（８）

庁舎の建設などの大規模事業による増や新型コロナウイルス感染症の影響による減収補

　ある。

※百万円未満を四捨五入しているため、合計等が一致しない場合がある。

※構成比は、小数点第1位未満を四捨五入しているため、合計が100.0％にならない場合がある。

その他　1,643億16百万円（対前年度比▲14.8％（286億5百万円減））

区　分 決算額 構成比
対前年度

増減率
増減額

（９）

　幼児教育・保育無償化に伴う、保育料負担金の減や令和元年度に大型の市有土地売払収入が

あったことによる財産収入の減により減少となった。
　

※東日本大震災に係る歳入は、歳入総額のうち、復旧・復興事業と全国防災事業に係る歳入の合計で
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４　歳出

第５表　主な性質別歳出の状況 （単位：百万円、％）

1,239,488 40.1 63,173 5.4

448,811 14.5 32,649 7.8

595,369 19.3 30,624 5.4

195,308 6.3 ▲ 101 ▲ 0.1

270,911 8.8 10,983 4.2

258,885 8.4 10,479 4.2

92,744 3.0 3,835 4.3

166,141 5.4 6,644 4.2

12,026 0.4 504 4.4

1,578,497 51.1 714,362 82.7

388,274 12.6 21,788 5.9

880,586 28.5 699,363 385.9

43,890 1.4 3,301 8.1

188,971 6.1 ▲ 6,178 ▲ 3.2

3,088,896 100 788,518 34.3

※普通建設事業費のうち補助事業費には国直轄事業負担金、受託事業費のうち補助事業費を含み、単独事業費には
　県営事業負担金、同級他団体施行事業負担金、受託事業費のうち単独事業費を含む。

投 資 的 経 費

会計年度任用職員制度の創設に伴う人件費の増や幼児教育・保育の無償化などによる

扶助費の増により義務的経費が8年連続増加したほか、新型コロナウイルス感染症対応に係る

特別定額給付金などにより補助費等が増加したことから、歳出総額は12年連続で増加と

なった。

区　分 決算額 構成比
対前年度

増減率
増減額

義 務 的 経 費

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

※構成比は、小数点第1位未満を四捨五入しているため、合計が100.0％にならない場合がある。

普 通 建 設 事 業 費

補 助 事 業 費

単 独 事 業 費

災 害 復 旧 事 業 費

そ の 他 の 経 費

う ち 物 件 費

う ち 補 助 費 等

う ち 積 立 金

う ち 繰 出 金

合 計

※百万円未満を四捨五入しているため、合計等が一致しない場合がある。
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第３図　性質別歳出の構成比

歳出の主な増減要因

義務的経費　1兆2,394億88百万円（対前年度比＋5.4％（631億73百万円増））

　会計年度任用職員制度の創設により増加となった。

投資的経費　2,709億11百万円（対前年度比＋4.2％（109億83百万円増））

（１）

会計年度任用職員制度の創設に伴う人件費の増や幼児教育・保育の無償化などによる

扶助費が増加したことなどから、8年連続の増加となった。

　① 人件費　4,488億11百万円（対前年度比＋7.8％（326億49百万円増））

（２）

公共施設などの整備に係る普通建設事業の増や、令和元年度台風被害に対応する災害復旧

事業等が行われたことなどにより増加となった。

　② 扶助費　5,953億69百万円（対前年度比＋5.4％（306億24百万円増））

幼児教育・保育の無償化等により児童福祉費が増加となったことや、障害福祉サービス

　③ 公債費　1,953億8百万円（対前年度比▲0.1％（1億1百万円減））

　過年度に実施した事業の償還の進捗などにより減少となった。

の利用者増により社会福祉費が増になったことにより37年連続で増加となった。

448,811

416,163

415,221

417,656

374,654

595,369

564,744

533,299

523,716

511,879

195,308

195,409

191,772

194,387

193,507

270,911

259,928

235,306

248,496

271,674

388,274

366,487

343,762

334,989

334,529

880,586

181,223

189,470

156,270

152,374

309,637

316,424

309,719

333,489

329,640

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R2

R1

H30

H29

H28

人件費 扶助費 公債費 投資的経費 物件費 補助費等 その他

（百万円）

（構成比）

（年度）
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その他

　新型コロナウイルス感染症対応に係る特別定額給付金などにより増加となった。

第６表　東日本大震災に係る主な歳出項目の状況 （単位：百万円、％）

扶 助 費 1 0.0 ▲ 7 ▲ 88.2

普 通 建 設 事 業 費 1,335 7.5 364 37.5

災 害 復 旧 事 業 費 269 1.5 ▲ 1,234 ▲ 82.1

物 件 費 1,212 6.8 ▲ 74 ▲ 5.7

補 助 費 等 13,695 77.2 10,120 283.0

そ の 他 1,231 6.9 ▲110 ▲ 8.2

合 計 17,743 100 9,060 104.3

５　【参考】新型コロナウイルス感染症への対応

（１）特別定額給付金事業            　  　      　　 6,153億91百万円

　 （２）中小企業支援などの経済対策　　     　      　  　918億32百万円

（３）その他の感染拡大防止対策　　　　　　　　　　　　 379億31百万円

（３）

　① 物件費　3,882億74百万円（対前年度比＋5.9％（217億88百万円増））

ＧＩＧＡスクール構想実現のための機器や家庭学習のための環境整備に関する経費、新型

　② 補助費等　8,805億86百万円（対前年度比＋385.9％（6,993億63百万円増））

コロナウイルス感染症対応に係る経費が増となり増加となった。

　③ 積立金　438億90百万円（対前年度比＋8.1％（33億1百万円増））

　財政調整基金への積立ての増などにより増加となった。

区　分 決算額 構成比
対前年度

増減率
増減額

　

※東日本大震災に係る歳出は、歳出総額のうち、復旧・復興事業と全国防災事業に係る歳出の合計で

　ある。

※百万円未満を四捨五入しているため、合計等が一致しない場合がある。

※構成比は、小数点第1位未満を四捨五入しているため、合計が100.0％にならない場合がある。

令和2年度における新型コロナウイルス感染症対応の事業に関する決算額は以下のとおりでした。

決算額　7,451億54百万円
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６　財政構造の弾力性

第７表　経常収支比率が９５％以上の団体

茂原市(99.8％)、大網白里市(99.6％)、
鴨川市(98.5％)、千葉市(97.8％)、
習志野市(97.7％)、鎌ケ谷市(97.3％)、
八千代市(95.6％)、八街市(95.6％)、
館山市(95.0％)

経常収支比率の主な増減理由

　扶助費の増や会計年度任用職員制度の開始により人件費などが増加となったことによる。

大網白里市(99.7％)、鴨川市(99.4％)、館山市(98.7％)、
千葉市(98.5％)、長柄町(98.1％)、習志野市(97.9％)、
鎌ケ谷市(97.9％)、栄町(97.5％)、酒々井町(97.4％)、
八千代市(97.3％)、富里市(96.4％)、船橋市(96.1％)、
佐倉市(95.9％)、野田市(95.8％)、四街道市(95.5％)、
八街市(95.5％)、銚子市(95.2％)、袖ケ浦市(95.1％)、
鋸南町(95.1％)

経常収支比率※の県内 54団体の平均値は 91.2 ％で、前年度に比べ 1.9 ポイントの減

となった。また、95％以上の団体が10団体減少するなど経常収支比率の改善が見られた団体が

多かった。

※経常収支比率とは、人件費、扶助費、公債費のように毎年度経常的に支出される経費に充当された一般財源

が、一般財源総額のうち地方税、普通交付税のように毎年度経常的に収入される一般財源に対し、どの程度

　の割合となっているかをみることにより、政策的経費などに充てられる余力がどれだけあるかをみるもの。

第４図　経常収支比率（全団体単純平均）と９５％以上の団体数の推移

令和元年度（19団体） 令和2年度（9団体）

（対前年度比＋1.4％（175億34百万円増））

（１）経常一般財源等（分母）1兆3,859億42百万円（対前年度比＋2.1％（286億26百万円増））

普通交付税に創設された地域社会再生事業費や税率引上げに伴い地方消費税交付金等が増加

（２）経常経費充当一般財源等（分子）1兆2,926億9百万円

したことなどによる。
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７　将来の財政負担と基金

第８表　将来の実質的な財政負担 （単位：百万円、％）

2,139,378 2,119,320 20,058 0.9

817,973 825,471 ▲ 7,497 ▲ 0.9

2,761,137 2,688,888 72,249 2.7

416,355 413,466 2,890 0.7

204,653 200,206 4,446 2.2

26,430 26,157 274 1.0

185,272 187,103 ▲ 1,830 ▲ 1.0

23.6 23.6 － 0.0

に比べ3.0％（693億59百万円）増加している。

令和2年度末の債務総額（地方債現在高と債務負担行為翌年度以降支出予定額の計）は、

2兆7,611億37百万円で、学校教育施設等整備事業債や公共施設等適正管理推進事業債、猶予

特例債、減収補填債等の地方債残高の増により、前年度末に比べ2.7％（722億49百万円）の増加と

また、令和2年度末の積立金（財政調整基金、減債基金、その他特定目的基金）の現在高は、

4,163億55百万円であった。老朽化対策を含む公共施設等の整備のための取崩し等により

その他特定目的基金が減少となったが、財政調整基金と減債基金の積立額の増加により、積立金

の現在高総額は前年度末に比べ0.7％（28億90百万円）の増加となった。財政調整基金等残高比率

※（単純平均）は、前年度比横ばいの23.6％となり、5％に満たない団体が1団体あった。

債務総額から積立金現在高を減じた将来の財政負担は、2兆3,447億82百万円で、前年度末

なった。

区　分 令和2年度 令和元年度 増減額 増減率

※財政調整基金等残高比率とは、標準財政規模に対する財政調整基金及び減債基金の残高の比率である。

 　地方譲与税、交通安全対策特別交付金及び臨時財政対策債発行可能額の合算額である。

 　標準財政規模とは、当該団体における標準的な一般財源の規模を示し、標準税収入額、普通交付税、

減 債 基 金

地 方 債 現 在 高 Ａ

うち臨時財政対策債

債 務 負 担 行 為 翌 年 度
621,759 9.2

以 降 支 出 予 定 額 Ｂ

債 務 総 額 Ａ ＋ Ｂ

積 立 金 現 在 高 Ｃ

財 政 調 整 基 金

569,568 52,191

その他特定目的基金

財 政 調 整 基 金 等 残 高 比 率

将 来 の 財 政 負 担
2,344,782 2,275,422 3.0

Ａ ＋ Ｂ － Ｃ

※百万円未満を四捨五入しているため、合計等が一致しない場合がある。

69,359
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第５図　債務総額の推移

　○地方債現在高：2兆1,393億78百万円（対前年度比＋0.9％、200億58百万円増）

・うち臨時財政対策債分　　：8,179億73百万円（対前年度比▲0.9％、74億97百万円減）

・うち臨時財政対策債分以外：1兆3,214億4百万円（対前年度比＋2.1％、275億55百万円増）

　学校教育施設等整備事業債や公共施設等適正管理推進事業債、猶予特例債、減収

補填債等の地方債残高の増により増加となった。
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第６図　基金残高の推移

第９表　財政調整基金等残高比率が５％未満の団体

銚子市（2.6％）

　庁舎整備等の大規模事業に備えるための積立てなどによる増（100万円以上の増は5団体）

　

令和元年度 令和2年度

銚子市（1.5%）、千葉市（3.6%）

（１）財政調整基金　2,046億53百万円（対前年度比＋2.2％（44億46百万円増））

（３）その他特定目的基金　1,852億72百万円（対前年度比▲1.0％（18億30百万円減））

　老朽化対策を含む公共施設等の整備のための取崩しなどにより減少となった。

（100万円以上の減は22団体）

　令和元年度決算に伴う余剰金処分による積立ての増により現在高が増加となった。

（100万円以上の増は33団体）

（２）減債基金　264億30百万円（対前年度比＋1.0％（2億74百万円増））

204,653
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216,930

209,379

217,403
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185,272
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８　令和2年度決算に基づく健全化判断比率の状況（速報値）

ア　実質赤字比率・連結実質赤字比率

イ　実質公債費比率

第１０表　実質公債費比率の高い団体

銚子市（ 12.2% ）、千葉市（ 11.8% ）、鋸南町
（11.2%）

　・地方公共団体の一般会計等の赤字額を一般財源の標準的な大きさにより指標化したもので、一般会計等

令和２年度決算に基づく健全化判断比率は、全ての市町村でいずれの指標においても早期健全化基

準を下回った。

　また、将来負担比率の県平均(単純平均)は過去最小となった。

※健全化判断比率は、令和3年8月31日現在の算定結果を速報として取りまとめたもので、各団体において公

　表手続の途中にある数値であり、変動する場合がある。

　いずれの市町村も赤字は発生していない。

※実質赤字比率

　・地方債の返済額及びこれに準じるものの額の大きさを一般財源の標準的な大きさにより指標化したもの

　　の財政運営の悪化の度合いを示すもの

　・市町村の早期健全化基準は、財政規模に応じて11.25％～15％、財政再生基準は20％

※連結実質赤字比率

　・公営企業会計を含む地方公共団体の全会計の収支を合算し、その赤字額等を一般財源の標準的な大きさ

　　により指標化したもので、地方公共団体全体の財政運営の悪化の度合いを示すもの

　・市町村の早期健全化基準は、財政規模に応じて16.25％～20％、財政再生基準は30％

早期健全化基準である25％以上の団体や地方債の発行に許可を要する18％以上の団体はなかった。

県平均（単純平均）は、前年度から変わらず、5.8%となった。

※実質公債費比率

鋸南町（ 13.4% ） 、 銚 子市（ 13.2% ） 、千 葉市
（12.9%）

　　で、資金繰りの程度を示すもの

　・早期健全化基準は25％、財政再生基準は35％

第７図　実質公債費比率（県平均）と１８％以上の団体数の推移
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ウ　将来負担比率

第１１表　将来負担比率の高い団体

千葉市（128.8%）、銚子市（115.3%）、茂原市
（107.4%）

千葉市（ 138.3%）、銚子市（ 137.0%）、茂原市
（109.7%）

早期健全化基準である350％（政令市は400％）以上の団体はなかった。県平均（単純平均）

は、普通交付税の増加等による標準財政規模の増加などにより前年度比4.0ポイント減の30.3%となった。

※将来負担比率

　・地方公共団体の一般会計等の地方債や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での大きさを一般

　　財源の標準的な大きさにより指標化したもので、将来財政を圧迫する可能性の度合いを示すもの

　・早期健全化基準は350％（政令市は400％）、財政再生基準はなし

第８図　将来負担比率（県平均）と２００％以上の団体数の推移

令和元年度 令和2年度

（％）

（年度）

（団体数）

※H19、H20は56団体
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【別紙１】令和2年度　市町村別普通会計決算の状況（見込み）
（単位：百万円、％、pt）

歳入歳出
差引

繰越財源 実質収支

A
うち東日本
大震災関係

B
うち東日本
大震災関係

C A-B D E C-D R2年度
参考

R1年度
参考

前年度比
うち臨時

財政対策債

千葉市 582,080 1,222 575,225 1,222 6,854 1,133 5,721 97.8 98.5 ▲ 0.7 699,160 237,435 254,977 12,811 0 5.0

銚子市 35,512 5,127 34,748 5,127 764 66 698 92.7 95.2 ▲ 2.5 27,235 11,717 14,748 379 1 2.6

市川市 221,597 342 215,916 287 5,681 1,851 3,830 90.8 91.6 ▲ 0.8 59,948 11,606 91,676 23,816 0 26.0

船橋市 287,125 82 282,208 15 4,917 1,218 3,698 94.7 96.1 ▲ 1.4 188,040 64,810 119,445 11,432 4,818 13.6

館山市 32,673 0 31,081 0 1,592 292 1,300 95.0 98.7 ▲ 3.7 18,290 8,580 11,247 1,675 0 14.9

木更津市 63,736 93 61,700 93 2,036 685 1,350 93.2 94.2 ▲ 1.0 33,380 20,736 26,724 3,286 494 14.1

松戸市 214,011 333 207,271 333 6,740 850 5,890 93.7 94.2 ▲ 0.5 121,265 66,758 90,471 12,170 25 13.5

野田市 72,825 267 70,496 262 2,328 892 1,437 93.2 95.8 ▲ 2.6 44,900 22,453 31,211 5,560 123 18.2

茂原市 43,540 1 42,583 0 957 219 737 99.8 94.8 5.0 40,007 16,626 18,753 2,746 62 15.0

成田市 83,945 54 79,439 39 4,507 1,109 3,398 88.5 84.6 3.9 49,499 386 39,257 5,167 1 13.2

佐倉市 71,677 25 68,920 25 2,757 1,125 1,632 94.8 95.9 ▲ 1.1 31,055 20,289 30,860 4,044 299 14.1

東金市 28,158 3 27,314 1 844 64 780 88.9 92.0 ▲ 3.1 21,901 10,168 12,965 1,504 0 11.6

旭市 48,581 5,736 45,576 5,467 3,004 1,005 1,999 91.6 86.8 4.8 34,705 11,109 18,057 9,624 576 56.5

習志野市 82,779 7 80,319 2 2,460 247 2,213 97.7 97.9 ▲ 0.2 51,990 22,170 33,586 3,475 4,534 23.8

柏市 188,372 260 180,740 260 7,632 2,530 5,102 90.9 91.2 ▲ 0.3 87,823 41,877 81,266 11,726 0 14.4

勝浦市 12,412 1 11,962 1 451 43 408 93.9 94.8 ▲ 0.9 8,701 3,725 5,318 779 4 14.7

市原市 131,043 2 124,760 0 6,283 1,406 4,877 91.5 90.2 1.3 45,980 9,832 55,103 8,730 8 15.9

流山市 91,691 13 88,173 13 3,518 1,362 2,156 88.0 86.8 1.2 55,487 19,903 34,130 4,533 33 13.4

八千代市 81,055 393 78,331 385 2,724 709 2,015 95.6 97.3 ▲ 1.7 47,968 21,414 34,607 2,781 709 10.1

我孫子市 54,883 691 53,239 691 1,643 604 1,040 93.3 94.9 ▲ 1.6 30,321 21,769 24,403 2,347 243 10.6

鴨川市 21,640 31 20,938 31 702 104 599 98.5 99.4 ▲ 0.9 18,883 7,215 9,775 862 1 8.8

鎌ケ谷市 49,128 4 47,222 4 1,905 207 1,698 97.3 97.9 ▲ 0.6 37,638 17,177 20,184 1,747 2,120 19.2

君津市 46,874 3 44,437 1 2,436 409 2,027 89.2 91.6 ▲ 2.4 14,752 2,258 20,169 3,939 34 19.7

富津市 26,195 1 25,052 0 1,143 388 755 86.9 91.1 ▲ 4.2 15,494 7,683 11,789 2,261 0 19.2

浦安市 92,203 282 89,217 282 2,987 1,046 1,941 89.6 86.9 2.7 35,505 0 47,034 7,618 5 16.2

四街道市 40,256 2 38,614 2 1,641 369 1,272 93.1 95.5 ▲ 2.4 20,578 14,548 16,779 3,121 1,001 24.6

袖ケ浦市 34,964 309 33,581 307 1,383 313 1,070 89.9 95.1 ▲ 5.2 15,031 1,314 15,374 2,471 351 18.4

八街市 32,189 5 30,969 5 1,220 163 1,057 95.6 95.5 0.1 18,113 10,533 13,661 1,650 123 13.0

印西市 58,424 18 54,725 18 3,699 701 2,998 86.8 87.0 ▲ 0.2 13,368 5,059 22,907 9,278 104 41.0

白井市 28,164 8 27,163 8 1,001 173 828 91.0 94.3 ▲ 3.3 21,356 9,022 12,189 2,193 1 18.0

富里市 23,021 2 21,739 1 1,282 389 893 93.2 96.4 ▲ 3.2 14,542 8,045 9,700 1,225 534 18.1

南房総市 34,524 0 32,295 0 2,229 375 1,853 90.4 93.7 ▲ 3.3 25,033 5,663 14,370 3,640 4,861 59.2

匝瑳市 23,294 2,513 22,132 2,513 1,162 198 964 94.5 94.5 0.0 16,010 6,944 9,791 2,314 155 25.2

香取市 43,772 35 40,678 35 3,094 276 2,819 88.6 89.6 ▲ 1.0 41,265 14,716 20,336 6,167 1,010 35.3

山武市 32,111 240 30,758 240 1,353 453 899 92.6 92.6 0.0 20,394 7,576 14,025 5,841 2,828 61.8

いすみ市 23,068 0 22,010 0 1,058 66 992 88.7 91.0 ▲ 2.3 17,255 7,966 11,067 4,576 11 41.4

大網白里市 21,583 4 20,942 4 641 25 616 99.6 99.7 ▲ 0.1 16,189 8,051 10,094 1,095 0 10.9

酒々井町 9,886 49 9,548 48 338 110 228 92.9 97.4 ▲ 4.5 5,720 3,639 4,511 654 1 14.5

栄町 10,100 0 9,741 0 359 24 335 94.2 97.5 ▲ 3.3 7,382 4,141 4,661 735 0 15.8

神崎町 4,003 0 3,752 0 251 50 201 85.8 91.3 ▲ 5.5 1,962 1,541 2,031 1,067 51 55.0

多古町 9,684 1 8,941 0 743 43 700 90.1 91.1 ▲ 1.0 3,963 2,319 4,553 1,494 356 40.6

東庄町 8,633 0 8,131 0 502 32 470 85.3 89.8 ▲ 4.5 4,606 1,776 3,821 905 50 25.0

九十九里町 8,530 5 7,885 5 645 34 612 83.7 87.8 ▲ 4.1 7,400 2,904 4,031 919 8 23.0

芝山町 7,053 1 6,708 0 345 92 253 90.9 92.3 ▲ 1.4 2,296 1,364 3,122 824 61 28.3

横芝光町 14,859 1 14,414 0 445 34 411 88.7 94.7 ▲ 6.0 10,973 4,832 6,700 1,693 253 29.0

一宮町 6,882 4 6,557 4 324 18 306 88.3 90.8 ▲ 2.5 3,456 2,115 3,109 859 0 27.6

睦沢町 4,747 0 4,581 0 166 15 151 86.0 92.1 ▲ 6.1 3,132 1,658 2,437 739 29 31.5

長生村 9,978 0 9,449 0 529 170 359 84.3 88.2 ▲ 3.9 4,871 2,694 3,775 898 102 26.5

白子町 6,609 0 6,425 0 184 6 178 84.3 89.5 ▲ 5.2 4,450 2,084 3,236 978 128 34.2

長柄町 6,151 0 5,828 0 323 124 199 90.6 98.1 ▲ 7.5 3,425 1,644 2,683 501 25 19.6

長南町 6,442 6 6,046 6 396 145 251 82.0 84.9 ▲ 2.9 4,011 2,354 3,234 1,188 30 37.6

大多喜町 6,758 0 6,297 0 461 147 313 89.1 91.2 ▲ 2.1 4,317 2,372 3,394 840 257 32.3

御宿町 4,953 0 4,670 0 283 33 251 92.7 94.1 ▲ 1.4 3,512 1,562 2,468 431 11 17.9

鋸南町 7,802 5 7,450 5 352 20 332 86.1 95.1 ▲ 9.0 4,839 1,839 2,943 1,344 1 45.7

市計 3,059,105 18,109 2,962,474 17,673 96,631 23,066 73,565 92.7 93.6 ▲ 0.9 2,059,063 777,135 1,308,047 188,584 25,068 20.8

市計
（千葉市除）

2,477,025 16,887 2,387,249 16,451 89,777 21,933 67,844 92.6 93.5 ▲ 0.9 1,359,903 539,700 1,053,070 175,773 25,068 21.3

町村計 133,070 73 126,422 70 6,648 1,097 5,550 87.9 92.1 ▲ 4.2 80,315 40,839 60,710 16,069 1,363 29.7

県計 3,192,175 18,182 3,088,896 17,743 103,278 24,163 79,115 91.2 93.1 ▲ 1.9 2,139,378 817,973 1,368,757 204,653 26,430 23.6

県計
（千葉市除）

2,610,095 16,960 2,513,671 16,521 96,424 23,030 73,394 91.1 93.0 ▲ 1.9 1,440,218 580,538 1,113,780 191,842 26,430 24.0

※百万円未満は四捨五入しているため、合計が一致しない場合がある。

※経常収支比率・財政調整基金等残高比率の計は単純平均

R2年度末
財政調整

基金 現在高

R2年度末
減債基金
現在高

R2年度末
財政調整基金
等残高比率

令和2年度歳入合計 令和2年度歳出合計 経常収支比率 R2年度末地方債現在高
R2年度

標準財政規模



【別紙２】令和２年度　市町村別健全化判断比率（速報値）
（単位：％、pt）

早期健全化
基準

早期健全化
基準

参考
前年度

参考
対前年度比

参考
前年度

参考
対前年度比

千葉市 - 11.25 - 16.25 11.8 12.9 ▲ 1.1 128.8 138.3 ▲ 9.5

銚子市 - 12.80 - 17.80 12.2 13.2 ▲ 1.0 115.3 137.0 ▲ 21.7

市川市 - 11.25 - 16.25 1.7 1.6 0.1 - - -

船橋市 - 11.25 - 16.25 1.9 0.7 1.2 24.3 24.1 0.2

館山市 - 13.15 - 18.15 5.7 5.9 ▲ 0.2 29.9 27.3 2.6

木更津市 - 11.98 - 16.98 3.5 3.5 0.0 11.5 10.8 0.7

松戸市 - 11.25 - 16.25 1.0 0.6 0.4 2.4 - 2.4

野田市 - 11.75 - 16.75 4.6 5.0 ▲ 0.4 20.0 22.9 ▲ 2.9

茂原市 - 12.56 - 17.56 10.2 9.7 0.5 107.4 109.7 ▲ 2.3

成田市 - 11.48 - 16.48 7.9 7.4 0.5 86.7 77.3 9.4

佐倉市 - 11.77 - 16.77 1.4 1.6 ▲ 0.2 - - -

東金市 - 12.95 - 17.95 2.8 2.7 0.1 63.3 80.0 ▲ 16.7

旭市 - 12.59 - 17.59 8.1 7.9 0.2 - - -

習志野市 - 11.66 - 16.66 8.0 8.1 ▲ 0.1 35.3 25.1 10.2

柏市 - 11.25 - 16.25 2.5 2.2 0.3 - - -

勝浦市 - 14.80 - 19.80 7.3 7.6 ▲ 0.3 69.5 78.9 ▲ 9.4

市原市 - 11.25 - 16.25 5.8 5.9 ▲ 0.1 25.0 35.2 ▲ 10.2

流山市 - 11.64 - 16.64 1.0 1.7 ▲ 0.7 30.4 25.4 5.0

八千代市 - 11.62 - 16.62 6.2 6.4 ▲ 0.2 15.3 21.0 ▲ 5.7

我孫子市 - 12.12 - 17.12 1.3 0.9 0.4 - - -

鴨川市 - 13.37 - 18.37 10.3 11.0 ▲ 0.7 98.5 105.1 ▲ 6.6

鎌ケ谷市 - 12.48 - 17.48 4.3 3.4 0.9 32.1 27.8 4.3

君津市 - 12.48 - 17.48 3.5 3.9 ▲ 0.4 25.8 31.1 ▲ 5.3

富津市 - 13.08 - 18.08 8.4 8.6 ▲ 0.2 54.3 69.0 ▲ 14.7

浦安市 - 11.30 - 16.30 7.8 8.3 ▲ 0.5 38.5 33.4 5.1

四街道市 - 12.66 - 17.66 2.4 2.9 ▲ 0.5 - - -

袖ケ浦市 - 12.75 - 17.75 1.7 1.0 0.7 7.3 16.9 ▲ 9.6

八街市 - 12.89 - 17.89 6.3 6.0 0.3 29.3 29.7 ▲ 0.4

印西市 - 12.24 - 17.24 0.1 0.7 ▲ 0.6 - - -

白井市 - 13.03 - 18.03 3.5 2.5 1.0 57.2 53.0 4.2

富里市 - 13.38 - 18.38 7.7 7.8 ▲ 0.1 24.5 50.4 ▲ 25.9

南房総市 - 12.83 - 17.83 8.1 7.9 0.2 - - -

匝瑳市 - 13.37 - 18.37 5.8 5.7 0.1 24.4 21.2 3.2

香取市 - 12.47 - 17.47 8.4 8.1 0.3 37.5 52.2 ▲ 14.7

山武市 - 12.86 - 17.86 7.9 8.7 ▲ 0.8 - - -

いすみ市 - 13.17 - 18.17 7.3 7.6 ▲ 0.3 33.8 37.4 ▲ 3.6

大網白里市 - 13.32 - 18.32 8.6 8.2 0.4 79.0 86.1 ▲ 7.1

酒々井町 - 15.00 - 20.00 5.3 4.2 1.1 19.0 5.2 13.8

栄町 - 15.00 - 20.00 5.8 7.2 ▲ 1.4 14.9 19.7 ▲ 4.8

神崎町 - 15.00 - 20.00 4.7 4.5 0.2 - - -

多古町 - 15.00 - 20.00 5.1 4.5 0.6 - - -

東庄町 - 15.00 - 20.00 6.8 6.9 ▲ 0.1 - - -

九十九里町 - 15.00 - 20.00 7.4 7.2 0.2 57.2 79.1 ▲ 21.9

芝山町 - 15.00 - 20.00 6.5 6.1 0.4 - - -

横芝光町 - 14.15 - 19.15 6.1 6.3 ▲ 0.2 7.1 10.7 ▲ 3.6

一宮町 - 15.00 - 20.00 5.7 6.0 ▲ 0.3 23.3 52.0 ▲ 28.7

睦沢町 - 15.00 - 20.00 5.5 5.0 0.5 43.4 50.6 ▲ 7.2

長生村 - 15.00 - 20.00 9.1 9.1 0.0 44.8 40.5 4.3

白子町 - 15.00 - 20.00 4.3 3.7 0.6 16.4 26.0 ▲ 9.6

長柄町 - 15.00 - 20.00 5.7 5.4 0.3 16.8 16.3 0.5

長南町 - 15.00 - 20.00 6.4 6.6 ▲ 0.2 10.2 22.0 ▲ 11.8

大多喜町 - 15.00 - 20.00 4.6 4.9 ▲ 0.3 6.9 5.0 1.9

御宿町 - 15.00 - 20.00 4.3 4.7 ▲ 0.4 32.2 32.7 ▲ 0.5

鋸南町 - 15.00 - 20.00 11.2 13.4 ▲ 2.2 38.9 66.2 ▲ 27.3

市平均 - - 5.6 5.6 0.0 35.3 38.5 ▲ 3.2

市平均
（千葉市除）

- - 5.4 5.4 0.0 32.7 35.8 ▲ 3.1

町村平均 - - 6.1 6.2 ▲ 0.1 19.5 25.1 ▲ 5.6

県平均 - - 5.8 5.8 0.0 30.3 34.3 ▲ 4.0

県平均
（千葉市除）

- - 5.7 5.7 0.0 28.5 32.3 ▲ 3.8

※平均値は単純平均

※実質赤字額又は連結実質赤字額がない場合、将来負担比率が算定されない場合は、「－」を記載してある。

※令和3年8月31日現在の算定結果を速報として取りまとめたもので、公表手続きの途中にある数値であり、今後変動する場合がある。

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率


